
予算総額 

一般会計 

特別会計 

企業会計 

合　計 

107億7,638万円 

104億 456万円 

9億2,244万円 

221億 338万円 

－ 0.5 

－ 4.4 

49.6 

－ 1.0

平成１8年度予算 

一般会計 １０７億７，６３８万円 

前年度比増減（％） 

特別会計 １０４億４５６万円 

区　　　　分 

育 英 資 金 会 計  

下水道事業会計 

農業集落排水事業会計 

簡易水道事業会計 

国民健康保険会計 

老 人 保 健 会 計  

介 護 保 険 会 計  

温泉センター会計 

市有林造成事業会計 

 

 

水 道 事 業 会 計  

予算額 

３，６７６万円 

１６億２，８２０万円 

４億 ５４２万円 

６，４１３万円 

２４億６，０５２万円 

３６億 ９７６万円 

２１億６，９２２万円 

３００万円 

２，７５５万円 

 

 

９億２，２４４万円 

 

－１．９ 

－６．９ 

－７．０ 

０．２ 

－２．５ 

－６．７ 

４．２ 

－９６．９ 

－３．４ 

 

 

４９．６ 

企業会計 ９億２，２４４万円 

前年度 
比増減（％） 

市税 
３０億７，８６４万円 

国庫支出金 
７億６，６５１万円 

地方交付税 
３３億円 

市債　７億４，９６０万円 県支出金 
　７億４４２万円 

分担金及び負担金 
　　　１億８，８８７万円 
使用料及び手数料 
　　　 ６，８４５万円 

財産収入 １，５１８万円 
寄付金　 ２００万円 
繰入金　１億９，９０１万円 
繰越金　 １,０００万円 
諸収入　８億２，００４万円 

地 方 譲 与 税  
利 子 割 交 付 金  
配 当 割 交 付 金  
株式等譲渡所得割交付金
地方消費税交付金 
自動車取得税交付金 
地 方 特 例 交 付 金  
交通安全対策特別交付金 

歳 　　入 

自 

主 

財 

源 

依 

存 

財 

源 

４億 ８６０万円 
２，０００万円 
６２４万円 
５２２万円 

２億３，５００万円 
１億円 

９，２６０万円 
６００万円 

 

総務費 
１５億２，９０１万円 

土木費 
１６億１,２６７万円 

教育費 
１１億４，３０２万円 

民生費 
２５億９，５６９万円 

議会費 １億７，４２４万円 
公　債　費 １１億１，３３３万円 
諸支出金 ５,０００万円 
予　備　費 ４００万円 

農林水産業費 ６億７，２３１万円 

商工費 ５億７，０５９万円 

消防費 
　２億９，６１１万円 

労働費 ２億２，５３４万円 

歳 　　出 

衛生費 ７億９，００７万円 

平成18年度 

予算特集 
平成18年度 

予算特集 

１８
年
度
当
初
予
算
概
要 

一
般
会
計
歳
入
の
特
徴 
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平成平成1818年
度年度 

予算特集予算特集
 平成18年

度 

予算特集
 

国
の
三
位
一
体
改
革
や
市
町
村
合
併
な
ど

地
方
行
財
政
制
度
の
枠
組
み
が
大
き
く
変
化

す
る
中
、
平
成
１８
年
度
の
勝
山
市
の
予
算
編

成
は
、
行
財
政
改
革
実
施
計
画
を
積
極
的
に

推
進
し
、
人
件
費
、
物
件
費
な
ど
の
経
費
節

減
で
効
率
的
な
行
財
政
シ
ス
テ
ム
の
実
現
を

図
り
、
市
民
に
と
っ
て
必
要
な
子
育
て
支
援

や
教
育
環
境
の
充
実
、
安
心
で
安
全
な
ま
ち

づ
く
り
、
産
業
支
援
な
ど
勝
山
市
の
「
元
気
」

を
創
出
す
る
事
業
予
算
に
重
点
配
分
を
行
い

ま
し
た
。

ま
た
、
行
財
政
改
革
の
推
進
に
よ
り
、
昨

年
9
月
に
策
定
し
た
「
中
期
財
政
見
通
し
」

と
比
較
し
て
、
当
初
予
算
で
の
財
政
調
整
基

金
取
り
崩
し
を
少
な
く
し
、
平
成
１８
年
度
末

財
政
調
整
基
金
残
高
見
込
み
も
約
8
億
円
と

経
費
節
減
効
果
が
表
れ
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
予
算
は
１
0
7
億
7
6
3
8
万

5
千
円
で
前
年
度
比
0
・
5
％
の
減
、
下
水

道
事
業
や
介
護
保
険
等
の
特
別
会
計
と
上
水

道
の
企
業
会
計
を
含
め
た
全
体
の
予
算
規
模

で
も
、
2
2
1
億
3
3
8
万
4
千
円
と
前
年

度
比
１
・
0
％
の
減
と
な
り
、
国
に
お
け
る

平
成
１８
年
度
地
方
財
政
計
画
の
減
少
（
△

0
・
7
％
）
と
ほ
ぼ
同
じ
と
な
っ
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
で
は
、
5
0
9
7
万
8
千
円
の

減
少
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
こ
の
要
因
は
、

児
童
手
当
等
給
付
費
や
乳
幼
児
医
療
費
無
料

化
の
対
象
年
齢
拡
大
な
ど
の
福
祉
関
係
費
や

教
育
関
係
費
が
伸
び
て
い
る
も
の
の
、
職
員

人
件
費
の
削
減
や
勝
山
ニ
ュ
ー
ホ
テ
ル
な
ど

の
指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
に
よ
る
物
件
費

の
削
減
、
大
野
・
勝
山
地
区
広
域
行
政
事
務

組
合
で
処
理
す
る
こ
と
と
な
っ
た
ご
み
処
理

経
費
の
縮
減
が
図
ら
れ
て
い
る
こ
と
に
よ
り

ま
す
。
ま
た
、
下
水
道
会
計
へ
の
繰
出
金
も

起
債
償
還
額
の
減
少
な
ど
か
ら
6
2
7
6
万

6
千
円
減
少
し
7
億
3
5
4
9
万
3
千
円
と

な
り
ま
し
た
。

特
別
会
計
で
は
、
第
3
期
保
険
料
改
定
と

な
る
介
護
保
険
会
計
で
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利

用
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
な
ど
か
ら
保
険
料

を
4
1
0
0
円
と
定
め
ま
し
た
。
ま
た
、
国

民
健
康
保
険
会
計
で
は
税
率
を
改
正
し
介
護

保
険
分
を
引
き
上
げ
た
も
の
の
、
保
険
税
全

体
で
は
約
１
割
の
引
き
下
げ
を
図
っ
て
い
ま

す
。

市
税
で
は
、
個
人
市
民
税
の
定
率
減
税
の

廃
止
、
高
齢
者
非
課
税
限
度
額
の
廃
止
、
公

的
年
金
控
除
の
縮
減
、
老
年
者
控
除
の
廃
止

な
ど
税
制
改
正
に
よ
る
増
収
な
ど
を
考
慮
し

前
年
比
4
・
3
％
増
の
３０
億
7
8
6
3
万
6

千
円
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。
三
位
一
体
改
革

の
国
庫
補
助
・
負
担
金
廃
止
に
よ
る
所
得
譲

与
税
は
前
年
比
１
億
１
4
6
0
万
円
増
額

し
、
2
億
１
2
6
0
万
円
を
見
込
ん
で
い
ま

す
。ま

た
、
地
方
交
付
税
の
う
ち
普
通
交
付
税

は
、
平
成
１７
年
国
勢
調
査
で
人
口
が
減
少
し

た
影
響
な
ど
に
よ
り
前
年
比
2
億
7
5
0
0

万
円
減
の
２７
億
円
を
計
上
し
ま
し
た
。
市
税

と
地
方
譲
与
税
、
地
方
交
付
税
、
臨
時
財
政

対
策
債
な
ど
の
お
も
な
一
般
財
源
（
繰
入
金

除
く
）
の
合
計
は
、
前
年
度
当
初
予
算
額
と

比
較
し
約
１
億
円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

財
政
調
整
基
金
の
取
崩
し
額
は
１
億
8
4
0

0
万
9
千
円
と
前
年
度
よ
り
7
7
6
2
万
円

の
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

市
債
に
つ
い
て
は
前
年
度
に
比
べ
9
4
0

0
万
円
（
１４
・
3
％
）
の
増
と
な
っ
て
い
ま

す
が
、
勝
山
ニ
ュ
ー
ホ
テ
ル
大
規
模
改
修
工

事
に
か
か
る
9
0
0
0
万
円
が
増
額
の
お
も

な
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

使
用
料
お
よ
び
手
数
料
が
大
き
く
減
額
と

な
っ
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
指
定
管
理
者
制

度
の
導
入
に
よ
り
勝
山
ニ
ュ
ー
ホ
テ
ル
の
使

用
料
を
予
算
計
上
し
な
く
な
っ
た
こ
と
に
よ

る
も
の
で
す
。




